
事業番号 - - -

（ ）

-

令和5年度要求

当初予算

-
関係する

計画、通知等
沖縄振興基本方針（令和4年5月内閣総理大臣決定)
沖縄振興計画(令和4年5月沖縄県)

事業名 沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業費 担当部局庁 沖縄振興局 作成責任者

事業開始年度 平成24年度
事業終了

（予定）年度
令和8年度 担当課室

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

沖縄県北部地域は、県内の他の地域に比べ一人当たりの所得が低く、過疎地域が多く存在し、更なる振興が必要な地域である。したがって、産業の振興や
定住条件の整備等に資する実効性の高い振興事業を実施することにより、北部地域における連携促進と自立的発展の条件整備を行うことを目的とする。

翌年度へ繰越し ▲ 2,015 ▲ 1,679 ▲ 1,346 -

-

2,619

補正予算 -

1,935 2,015 1,679 1,346

2022 府 21 0074

令和4年度行政事業レビューシート 内閣府

主要政策・施策 沖縄振興 主要経費 公共事業

特定事業参事官室 企画官　長田 賢一

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

県土の均衡ある発展を図る観点から、北部地域における連携促進と自立的発展の条件整備として、産業の振興や定住条件の整備等に資する振興事業
（公共）を実施する。
事業実施：事業執行段階において、事業執行官庁（農林水産省・国土交通省）への移替えを行い実施。
補助率：各公共事業の沖縄県の嵩上げされた高率補助率を適用。
※北部振興のための経費については、平成12年度から平成21年度までは各年度50億円、平成22・23年度は各年度35億円、平成24・25年度は各年度25億
円、平成26年度から平成30年度までは各年度25.7億円、令和元年度～令和３年度までは各26.2億円、令和４年度から新たに５か年の事業が開始され、令
和４年度は26.2億円が予算措置された。

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 2,364 2,724 2,728

計 2,539 2,955 2,952 3,965 2,619

予備費等 -

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

90% 104% 104%

- - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

執行率（％） 93% 92% 92%

2,619 2,619 2,619 2,619

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求

計 2,619 2,619

活動内容
（アクティビ

ティ）

沖縄県北部地域は、県内の他の地域に比べ一人当たりの所得が低く、過疎地域が多く存在し、更なる振興が必要な地域であり、産業の振興や
定住条件の整備等に資する実効性の高い振興事業を実施することにより、北部地域における連携促進と自立的発展の条件整備を行うことを目
的として推進費を配分する。

沖縄北部連携促進特別振
興対策特定開発事業推進

費
2,619 2,619

-

主な増減理由

執行額　／　事業数

99 118 142

26

2,691百万円/19 2,619百万円/21

沖縄県北部地域は、県内
の他の地域に比べ一人当
たりの所得が低く、過疎地
域が多く存在し、更なる振
興が必要な地域であり、産
業の振興や定住条件の整
備等に資する実効性の高
い振興事業を実施すること
により、北部地域における
連携促進と自立的発展の
条件整備を行うことを目的
として推進費の配分を行
う。

地元市町村等の要望を踏
まえ、北部地域の振興に資
する事業を毎年度採択し、
着実に実施していく。

活動実績 事業 24 23

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

令和3年度 4年度活動見込

単位当たり
コスト 百万円

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

125

19 - -

当初見込み 事業 25 24 19 21

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

事業費/
事業数

2,364百万円/24 2,724百万円/23計算式



☑

９．沖縄振興に関する施策の推進

-

達成度 ％ -

年度

- - -

地区 - -

％ -

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

道路事業：産業振興に資す
る道路事業において、アク
セス時間の短縮
現況値「33.8分」（令和3年
時点）→目標値「12.9分」

アクセス時間

成果実績 -

令和元年度 令和2年度 令和3年度

- - -

目標値 分 -

- 年度 8

中間目標 目標最終年度

12.9

- -

-

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 8 年度

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業 実施計画

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

- - -

目標値 - - 1

無電柱化事業：産業振興に
資する無電柱化事業にお
いて、無電柱化整備地区
の増加
現況値「0地区」（令和3年
時点）→目標値「1地区」

無電柱化整備地区数

達成度 ％ - - - - -

成果実績

目標最終年度

- 年度 8 年度

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業 実施計画

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

-

- -

達成度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業 実施計画

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

- -

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 8 年度

-

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

- - -

目標値 千円 - - - - 13,632

農林事業：産業振興に資す
る農林事業において、農業
基盤整備による農業産出
額の向上
現況値「7,381千円」（令和3
年時点）→目標値「13,632
千円」

農業産出額の向上額

成果実績 - - -

達成度 ％ -

成果実績 - - -

達成度 ％ - -

令和元年度 令和2年度

-

令和3年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 8 年度

-

該当箇所

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

観光客数

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業 実施計画

- - -

目標値 人 -

政策評価書
URL

https://www8.cao.go.jp/hyouka/h26hyouka/h26jigo/h26jigo-12.pdf

該当箇所 内閣府26－44（政策12－施策③）

新
経
済
・
財
政
再

生
計
画
改
革
工
程

表
 
2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画

と
の
関
係

政
策
評
価

政策 ９．沖縄政策

施策

- - -

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業 実施計画

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標

-

目標値 人 - - - - 74,700

港湾事業：産業振興に資す
る港湾事業において、年間
旅客数の増加
現況値「65,600人」（令和3
年時点）→目標値「74,700
人」

年間旅客数

成果実績 -

- - 710,000

下水道事業：産業振興に資
する下水道事業において、
受け入れ可能な観光客数
の増加
現況値「150,000人」（令和
元年時点）→目標値
「710,000人」



内閣府 21 0092 沖縄北部連携促進特別振興事業費

事業名事業番号

外部有識者の所見

点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

事業実施省庁との役割分担を明確にし、北部地域の市町村及び沖縄県との連携も密にしながら、事業の進捗管理及び効果検証に取り組み、優先
度の高い事業に対して十分な支援がなされるよう努めるべき。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
執行については、公共各事業の執行官庁から北部地域の市町村及び沖縄県へ事業補助金として支出しており、それぞれの執行官庁から事業
の進捗管理、補助金の実績報告等による実施内容の確認を行っている。

改善の
方向性

引き続き、執行については北部地域の市町村及び公共各事業の執行官庁から事業の進捗管理、補助金の実績報告等による実施内容の確認
を行う。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

受益者との負担関係は妥当であるか。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○
設計の見直しに伴う工期延長、用地交渉に時間を要したこと
等による。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ‐ -

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○ 事業計画の内容を精査し、真に必要なものに限定している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

○ 定められた補助率の中で交付決定されており妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

沖縄振興計画（令和4年度～令和13年度）に基づき、北部地
域における連携促進と自立的発展の条件整備として、産業
の振興や定住条件の整備等に資する振興事業（公共）を実
施している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

沖縄振興計画（令和4年度～令和13年度）に基づき、北部地
域における連携促進と自立的発展の条件整備として、産業
の振興や定住条件の整備等に資する振興事業（公共）を実
施しているものであり、国による支援が必要なものである。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

沖縄振興計画（令和4年度～令和13年度）に基づき、北部地
域における連携促進と自立的発展の条件整備として、産業
の振興や定住条件の整備等に資する振興事業（公共）を実
施しているものであり、必要かつ適切なものである。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○ 仕様書、事業計画等の内容を精査しており、妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

整備された施設等の十分な活用報告がなされている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ‐

成果目標は、北部12市町村が設定した計画内の成果目標の
達成度を設定しており、北部12市町村が策定した計画に基
づく事業を支援する本事業の趣旨に鑑み、適切な指標となっ
ている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
事業執行官庁（農林水産省・国土交通省）において、補助金
交付要綱等の規定に基づき着実に事業を実施。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 活動実績については概ね見込み通りである。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

事業執行官庁（農林水産省・国土交通省）において、補助金
交付要綱等の規定に基づき着実に事業を実施。

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

事業番号0092は、「非公共事業」を担当する。
（本事業0074は、「公共事業」を担当する。）

現
状
通
り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏まえ、事業実施官庁との役割分担を明確にし、北部地域の市町村及び沖縄県とも連携を密にして、事業
の進捗管理及び効果検証に取り組むと共に、優先度の高い事業に対して十分な支援ができるよう努めてまいりたい。

2022



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

0067

0078

平成24年度

平成30年度 0062

令和元年度

新24-0009

平成25年度 0060

備考

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 -

平成29年度 0059

平成26年度 0057

平成27年度 0063

平成28年度 0056

令和3年度

令和2年度 内閣府

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

2021 府 20

内閣府 0068

内閣府

2,728百万円

農林水産省

172百万円

国土交通省

2,556百万円

A．伊江村

172百万円

C．沖縄県・本部町・金武町・国頭村・恩

納村・今帰仁村・東村・名護市
2,556百万円

B．民間企業（7社）等

172百万円

D．民間企業（65社）等

2,556百万円

公共事業（住宅、道路、港湾）の実
施

公共事業（農林）の実施

目の区分、移替え



支出先上位１０者リスト

A.

B

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.伊江村 B.（有）蔵下組

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

工事費 東江上第3地区整備事業 98 工事費 東江上第3地区整備事業 56

計 172 計 56

工事費 東江上第3地区整備事業（R2繰越） 74

工事費 満名川線道路整備事業（R2繰越） 183 - - -

C.本部町 D.（有）昭建設・（有）陽功建設JV

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

工事費 嘉津宇団地新築事業（R2繰越） 99 - - -

工事費 瀬底島一周線道路改築事業 169 - - -

工事費 嘉津宇具志堅線道路改築事業 44 - - -

工事費 瀬底島一周線道路改築事業（R2繰越） 189 工事費 奥間団地新築事業（R2繰越） 150

工事費 嘉津宇具志堅線道路改築事業（R2繰越） 55 - - -

工事費
石川謝花線（石川・豊原区間）道路改築事
業

92 - - -

工事費
石川謝花線（石川・豊原区間）道路改築事
業（R2繰越）

46 - - -

計 927 計 150

工事費 石川謝花線（謝花区間）道路改築事業 14 - - -

工事費 具志堅団地新築事業 36 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 伊江村 5000020473154 対象事業の実施 172 補助金等交付 - - -

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 有限会社蔵下組 7360002020391
R2東江上第３地区整備事
業

56
指名競争契約
（最低価格）

12 98.2％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

12 98.3％ -

4
有限会社伊江島開
発

9360002020381
R3東江上第３地区整備事
業

13
指名競争契約
（最低価格）

12

3 有限会社大城建設 1360002020109
R3東江上第３地区整備事
業

30
指名競争契約
（最低価格）

97.6％ -

2 株式会社輝男建設 1360001012412
R3東江上第３地区整備事
業

54
指名競争契約
（最低価格）

12 97.9％ -

-

6
株式会社沖縄プラン
ニング

5360001002351
R3東江上第３地区整備事
業

3
指名競争契約
（最低価格）

7 95.3％ -

5 有限会社宮城組 2360002020405
R2東江上第３地区整備事
業

11
指名競争契約
（最低価格）

8 98.6％

9
公益社団法人沖縄
県公共嘱託登記土
地家屋調査士協会

5360005000062
R2東江上第３地区整備事
業

0
随意契約
（その他）

1 100％ -

- - -

8
公益社団法人沖縄
県公共嘱託登記土
地家屋調査士協会

5360005000062
R2東江上第３地区整備事
業

0.4
随意契約
（その他）

1

7 個人 -
R2東江上第３地区整備事
業
（用地費）

0.9 その他

100％ -

10
公益社団法人沖縄
県公共嘱託登記土
地家屋調査士協会

5360005000062
R2東江上第３地区整備事
業

0
随意契約
（その他）

1 100％ -



C

D

2 沖縄県 1000020470007 対象事業の実施 648 補助金等交付 - - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 本部町 3000020473081 対象事業の実施 927 補助金等交付 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

- -

- - -

5 恩納村 7000020473111 対象事業の実施 201 補助金等交付 -

4 国頭村 5000020473014 対象事業の実施 202 補助金等交付

- -

3 金武町 5000020473146 対象事業の実施 364 補助金等交付 - - -

-

7 東村 4000020473031 対象事業の実施 58 補助金等交付 - - -

6 今帰仁村 3000020473065 対象事業の実施 104 補助金等交付 - -

- - -8 名護市 1000020472093 対象事業の実施 51 補助金等交付

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3
株式会社屋部土建・
有限会社大和緑建
JV

3360001012162 伊江港港湾改修事業 120
一般競争契約
（総合評価）

9 92.7％ -

2 99.1％ -

2 株式会社福地組 2360002017161 伊江港港湾改修事業 135
一般競争契約
（総合評価）

11

1
有限会社昭建設・有
限会社陽功建設JV

6360002020558 奥間団地新築事業 150
指名競争契約
（最低価格）

91.6％ -

10 91.6％ -

6 有限会社良和組 2360002020289
石川謝花線道路改良工事
（その６）

91
指名競争契約
（最低価格）

10

5
株式会社ホカマ・喜
本産業建設工事共
同企業体

6360001014841
町道金武２５１号線整備工
事（２工区）

95
指名競争契約
（最低価格）

97.9％ -

4 有限会社沖工設 6360002020203
満名川線道路改良工事（そ
の４）

99
指名競争契約
（最低価格）

10 99％ -

-

8 有限会社田仲建設 1360002020117
勢高2号線道路整備事業
（３工区）

78
指名競争契約
（最低価格）

9 91.8％ -

7
有限会社照喜名建
設

4360002020527
町道金武２５１号線整備工
事（４工区）

85
指名競争契約
（最低価格）

10 91.7％

98.7％ -

6 91.8％ -

10
有限会社安護建設
工業

1360002020182
瀬底島一周線道路改良工
事（その９）

72
指名競争契約
（最低価格）

10

9 株式会社呉屋組 8360001005319 伊江港港湾改修事業 76
一般競争契約
（総合評価）
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